
※申告の内容により、他にも書類が必要になる場合があります

生命保険料控除 生命保険料の控除証明書

地震保険料控除 地震保険料の控除証明書

障害者控除 障害者手帳、障害者控除対象者認定書など

雑損控除 詳しくは、市民税課へお問合せください

所
得
か
ら
控
除
す
る
額
が
わ
か
る
も
の

社会保険料控除
小規模企業共済等掛金控除

・国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険、国民年金保険などの社会保険料
・小規模企業共済法に基づく掛金、確定拠出型年金法の個人型年金の掛金
これらを支払った額がわかる領収書や控除証明書など

医療費控除
記入済みの医療費控除の明細書、保険組合が発行する医療費のお知らせなど
保険や高額医療費での補てんがある場合は、補てん額の分かるもの
※領収書の添付は不要です

セルフメディケーション税制
記入済みのセルフメディケーション税制の明細書および健康保持増進への取組を
明らかにする書類

※医療費控除またはセルフメディケーション税制のどちらか一方を選択

勤労学生控除 学生証、証明書など

寄附金控除 寄付先が発行する寄附金受領証明書など

　〒327-8501　佐野市役所　市民税課市民税係（住所記載不要）
　電話：0283-20-3008　FAX：0283-21-2223（申告書はFAXでは提出できません）

収入額（A)を上記の表にあてはめて計算し、算出された金額
を申告書表面「２所得金額」の⑦に転記してください

※公的年金以外の合計所得金額が1,000万円超の方は、
計算方法が異なります
　詳しくは市民税課へお問合せください

A×0.95-1,455,000円

10,000,000円 ～ A - 1,955,000円

4,100,000円 ～

【所得金額調整控除】

次の１または２（もしくは両方）に該当する方は、次で求めた控除額を給与
所得から差し引いた金額を「２所得金額」の⑥に記入してください

１.給与等の収入金額等が850万円を超え、次のいずれかに該当する場合
　・本人が特別障害者に該当
　・年齢23歳未満（H14.1.2以降に生まれた方）の扶養親族を有する
　・特別障害者である同一生計配偶者または扶養親族を有する
給与収入（1,000万円超は1,000万円）-850万円×10％＝控除額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（最高15万円）
２．給与所得と年金所得の双方があり、これらの金額の合計が10万円を
超える場合
給与所得（最高10万円）＋年金所得（最高10万円）-10万円＝控除額

～

7,699,999円 A×0.85-685,000円

7,700,000円 ～ 9,999,999円

3,299,999円
A - 1,100,000円

※マイナスの場合は0円

3,300,000円 ～ 4,099,999円 A×0.75-275,000円

　完成した申告書に、源泉徴収票や控除証明書等申告に必要な書類の写しを添付して、市民税課へ
郵送してください
※申告会場、市民税課窓口の混雑回避のため、郵送での提出にご協力をお願いします

⇒１～２に該当する方は２、３ページを参照して申告書を作成してください

令和６年中に収入がなかった方（遺族年金、障害年金のみの方も含む）も申告が必要な場合があります
※申告がないと、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料、保育料、児童扶養手当等が
正しく算定できない場合があります

⇒4ページを参照して申告書を作成してください

マイナンバー・本人確認書類
マイナンバーカード(お持ちでない方は、通知カードおよび運転免許証・健康保険証など
の組み合わせ)

※郵送で申告書を提出する方は写しを添付、郵送以外の方は原本を提示してください

記入済みの収支内訳書、収入や必要経費がわかる帳簿や領収書、支払調書

その他所得がある人 報酬・配当・一時所得などの収入、経費、源泉徴収税額のわかる帳簿や領収書、支払調書

収
入
が

わ
か
る
も
の

給与収入がある人 勤務先が発行する全ての源泉徴収票　

年金収入がある人
公的年金・・・年金支払者（日本年金機構など）が発行する全ての源泉徴収票
個人年金・・・支払証明書（収入、経費、源泉徴収税額の分かるもの）

事業（営業、農業）または不動産収入
がある人

8,499,999円 A×0.9-1,100,000円

8,500,000円 ～ A - 1,950,000円
・65歳以上（昭和35年1月1日以前に生まれた方）

収入額（A）を上記の表にあてはめて計算し、算出された金額を
申告書「２所得金額」の⑥に転記してください

公的年金等の収入金額

（A）

公的年金等の雑所得

※公的年金以外の
合計所得金額が

1,000万円以下の場合

A×0.85-685,000円
1,628,000円 ～ 1,799,999円

A ÷ 4 = B
※千円未満の
端数切捨て

B×2.4+100,000円

1,800,000円 ～ 3,599,999円 B×2.8-80,000円 7,700,000円 ～ 9,999,999円 A×0.95-1,455,000円

3,600,000円 ～ 6,599,999円 B×3.2-440,000円 10,000,000円 ～ A - 1,955,000円

6,600,000円 ～

1,069,000円

1,299,999円
A - 600,000円

※マイナスの場合は0円

1,622,000円 ～ 1,623,999円 1,072,000円 1,300,000円 ～ 4,099,999円

1,620,000円 ～ 1,621,999円 1,070,000円 ～

A×0.75-275,000円

1,624,000円 ～ 1,627,999円 1,074,000円
4,100,000円 ～ 7,699,999円

令 和 ７ 年 度 市 民 税 ・ 県 民 税 申 告 の 手 引 き

　１.住所、氏名、生年月日、個人番号、電話番号等を記入
　※２～３ページ参照
　２.申告書下部の備考欄の「令和６年中収入なし」をチェック

⇒市民税課へ提出してください

【記入例】 佐野市　申告書作成コーナー 検　索

給与等の収入金額（A） 給与所得
・65歳未満（昭和35年1月2日以降に生まれた方）

令和７年１月１日現在に佐野市に住所があり、所得税の確定申告義務のない方で、次のいずれかに該当する方
　１.令和６年中に営業、農業、配当、譲渡などの所得があった方
　２.給与・公的年金所得がある方で、次に該当する方
　　イ.給与・公的年金所得のほかに地代、家賃、配当、譲渡などの所得のある方
　　ロ.給与・公的年金所得のみだが、事業主が給与支払報告書を提出していない場合
　　ハ.雑損控除、医療費控除などを受けようとする方

～ 550,999円 0円
公的年金等の収入金額

（A）

公的年金等の雑所得

551,000円 ～ 1,618,999円 A - 55万円
※公的年金以外の
合計所得金額が

1,000万円以下の場合
1,619,000円 ～ 1,619,999円

□ 令和６年中（1/1～12/31）収入なし

備考

令和６年中に収入がなかった方の申告書の書き方

給与所得の算出方法

申告書の提出方法と注意事項

申告書の提出先・お問合せ先

公的年金所得の算出方法

ここにチェック☑

市民税・県民税申告書の提出が必要な方

収入がなかった方

申告に必要なもの ※領収書や証明書等は令和６年中のもの

スマホの方は

こちらから

パソコン、スマートフォンをお持ちの方は佐野市ホームページで申告書が作成・印刷できます

お手元の資料をもとに簡単に入力でき、面倒な計算も必要ありません

申告会場は大変混雑しますので、自宅での作成、郵送での提出をぜひご利用ください

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-4- -1-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 



～ 申 告 書 の 書 き 方 ～

要　　　件　　　な　　　ど

あなたが支払った、小規模企業共済法に基づく掛金、確定拠出型年金法の個人型年金の掛
金などの控除です
支払額がわかる証明書等を提示してください

控除の種類

〇住所、氏名等の記入

⑭小規模企業
共済等掛金

控除

⑬社会保険
料控除

あなたが支払った、健康保険料、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料、
国民年金保険料、雇用保険料等の控除です
領収書や所得申告参考資料、控除証明書などを提示してください

　４ページをご覧ください

　２～３ページを参考に、次の項目を記入してください
　１　収入金額等
　２　所得金額
　３　所得から差し引かれる金額に関する事項

対象となる収入・必要経費収入の種類

国外の銀行等に預けた預金の利子など、分離課税の対象に
ならない利子の収入
所得金額＝収入金額

エ

④
利子

ウ

②

欄

①

小売業、飲食業、製造業、建設業、運輸業、サービス業、
医師、弁護士、作家、外交員などの収入
収支内訳書を作成し、申告書裏面「7事業・不動産所得に関す
る事項」も記入してください
所得金額＝総収入金額-必要経費
必要経費…販売商品の仕入れ額、水道光熱費、給与賃金、消
耗品費、減価償却費等

営業

ア

米、麦、野菜、果樹等の栽培、畜産等の事業による収入
収支内訳書を作成し、申告書裏面「7事業・不動産所得に関す
る事項」も記入してください
所得金額＝総収入金額-必要経費
必要経費…種苗代、肥料代、農地の固定資産税、農機具の減
価償却費など

イ

農業

③

貸家、アパート、貸宅地、貸駐車場、小作料などによる収入
収支内訳書を作成し、申告書裏面「7事業・不動産所得に関する
事項」も記入してください
所得金額＝総収入金額-必要経費
必要経費…固定資産税、損害保険料、修繕費、減価償却費など

⑮生命保険
料控除

あなたが支払った、一般の生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料等の控除です
保険会社が発行した令和6年分生命保険料の控除証明書を参考に記入し、提示してください

⑯地震保険
料控除

あなたが支払った、地震等により損害を被ったときに補填される保険の保険料の控除です
保険会社が発行した令和6年分地震保険料の控除証明書を参考に記入し、提示してください

事
業

〇令和６年中に収入がある人

〇令和６年中に収入がない人

現に婚姻していない方で、次のいずれにも該当する方の控除です
①合計所得金額が500万円以下である
②子を扶養している
③事実上婚姻関係と同様の事情があると認められる者がいない
該当する場合は☑をつけてください。

「ひとり親控除」に該当しない方で、次のいずれにも該当する方の控除です
①合計所得金額が500万円以下である
②夫と死別した後婚姻していない、または夫と離別した後婚姻していないかつ扶養親族がいる
③事実上婚姻関係と同様の事情があると認められる者がいない
該当する場合は「寡婦控除」と寡婦となった事由に☑をつけてください

不動産

⑰⑱
　　ひとり親
　　　控除

寡婦控除

給与

カ

住民税が特別徴収されていない利益の配当、余剰金の分配、
特定株式の収益の分配、私募証券投資信託の収益の分配、
一般外貨建投資信託の収益の分配金などの収入
申告書裏面「8 配当所得に関する事項」も記入してください
※住民税が特別徴収済の特定配当等は原則申告不要です
が、申告する場合は確定申告により申告してください
所得金額＝収入金額-株式等を取得するための借入金利子

国民年金、厚生年金、共済年金等の公的年金収入
※遺族年金や障害年金は含まれません
※個人年金は「ケ/⑨　その他雑所得」欄へ記入してください
年金支払者から発行される「令和6年分公的年金等の源泉徴
収票」を提示してください
所得金額…4ページの表から算出

⑤

配当

キ公的
年金
等

雑

⑦

オ

給料、賞与、賃金、専従者給与など
（パート、アルバイト収入含む）
勤務先で発行される「令和6年分給与所得の源泉徴収票」を
提示してください
所得金額・・・4ページの表から算出

⑥

あなたの合計所得が1,000万円以下で、同一生計配偶者がいる場合の控除です
同一生計配偶者とは、あなたと生計を一にする合計所得が48万円以下の配偶者を指します
配偶者の氏名、生年月日、個人番号、合計所得金額を記入してください
※事業専従者や他の納税義務者の扶養親族となっている配偶者は該当しません

あなたが特定の学生であり、合計所得金額が75万円以下で、その内不労所得が10万円以下
の場合の控除です。学校名を記入し、学生証等を提示してください

㉑㉒
　配偶者控除

あなたと生計を一にする合計所得が48万円以下の親族がいる場合の控除です
生計を一にする親族の氏名、生年月日、個人番号を記入してください
別居の場合は申告書裏面「12 別居の扶養親族等に関する事項」も記入してください
※事業専従者、他の納税義務者の扶養親族や同一生計配偶者である親族は該当しません

あなたの合計所得が1,000万円超で、同一生計配偶者を有する場合は、同一生計配偶者欄に
チェックをつけてください。

あなたや同一生計配偶者、扶養親族（16歳未満も含む）が障害者の場合の控除です
障害の認定を受けている方の氏名、個人番号を記入してください
障害の程度の欄に障害の種類、等級を記入して、障害者手帳や認定書を提示してください

⑲勤労学生

同一生計
配偶者

㉓扶養親族

⑳障害者
控除

あなたの合計所得が1,000万円以下で、生計を一にする配偶者の合計所得が48万円超133万
円以下である場合の控除です
配偶者の氏名、生年月日、個人番号、合計所得金額を記入してください

配偶者特別
控除

㉖雑損控除

16歳未満の
扶養親族

㉗医療費
控除

セルフメディ
ケーション税制
（医療費控除の

特例）

あなたと生計を一にする親族の生年月日が平成21年1月2日以降の場合はこの欄に記入して
ください

あなたや生計を一にする親族（総所得金額等が48万円以下の人）が災害、盗難等により住宅
や家財、現金等に損害を受けた場合の控除です
適用する場合は事前に市民税課にお問い合わせください

あなたや生計を一にする親族のために一定額以上の医療費を支払った場合の控除です
事前に医療費の領収書を集計し「医療費控除の明細書」を作成して添付してください
※予防接種にかかった費用は対象外です

あなたが健康の保持推進や疾病の予防への一定の取組を行っていて、あなたや生計を一に
する親族が特定一般用薬品などを1万2千円以上購入した場合の控除です
適用を受ける場合、医療費控除の適用を受けられません
事前に作成した「セルフメディケーション税制の明細書」を添付してください
本制度を選択する場合は「４所得から差し引かれる金額」㉗の区分□に「1」を記入してください

一時

シ
懸賞の賞金品、生命保険の一時金、損害保険満期金など
一時的な収入
申告書裏面「10 総合譲渡・一時所得の所得金額に関する
事項」も記入してください
所得金額＝申告書裏面「10 総合譲渡・一時所得の所得金額
に関する事項」ニの金額

⑪

業務
ク

ネットオークションなどを利用した個人取引、食料品の配達、
原稿料、又は講演料などの副収入
※申告書裏面「9 雑所得（公的年金以外）に関する事項」も記
入してください
所得金額＝収入金額-必要経費

⑧

その
他

ケ
生命保険の年金（個人年金）、互助年金などの他の所得にあ
てはまらない収入
※申告書裏面「9 雑所得（公的年金以外）に関する事項」も記
入してください
所得金額＝収入金額-必要経費⑨

機械、特許権、ゴルフ会員権、骨董、貴金属などの資産の
譲渡による収入
（土地、家屋、株式の譲渡は申告分離課税のため含みません）
※資産の保有期間が5年以内のものは「短期」、5年を超えるも
のは「長期」に該当します
申告書裏面「10 総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事
項」も記入してください
所得金額＝申告書裏面「10 総合譲渡・一時所得の所得金額
に関する事項」ニの金額

⑪

総合譲渡

コ
サ

備考

万円

万円

万円

万円

雑 損 控 除

㉗

「個人番号」欄には、個人番号（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をい

う。）を記載してください。

　　□　給与から差引き（特別徴収）
　　□　自分で納付（普通徴収）

⑬から㉔までの計 ㉕

２
　
所
　
得
　
金
　
額

４
　
所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

㉖

合 計
( ㉕ ＋ ㉖ ＋ ㉗ )

㉘

円

勤 労 学 生 、

障 害 者 控 除

医療費控除
区

分

600,000

700,000

2,230,000

配偶者(特別)控除
㉑～

　　㉒

⑭

生命保険料控除 ⑮

扶 養 控 除 ㉓

㉔

⑰～

　　⑱

-90,000

⑧

③

①

②

④

⑤

雑

公的年金等

市民税課処理欄

損  害  金  額

サ

事
業

給 与

不 動 産

円 円

業 務

生年

月日

損害を受けた資産の種類

・　　　・
差引損失額のう ち災害関連支出の金額

サノ　イモコ
生年

月日

不 動 産

事
業

②

3

地震保険料控除 ⑯

寡婦、ひとり親控除

円

給 与

孫

農 業

利 子

配 当

1,130,000

雑

公的年金等 ⑦

⑫

社会保険料控除 ⑬

総合譲渡・一時 ⑪

そ の 他

小 規 模 企 業

共 済 等 掛 金 控 除

雑 損 控 除 

  ㉗

医療費控除

144,000

コ

農 業 イ

ケ

①

1

6

歳

未

満

の

扶

養

親

族

（
控

除

対

象

外

）

1

フリガナ

営 業 等

級

身体　精神　療育

級

1,590,000合 計

⑥

保険金などで補填される金額

保険金などで補填される金額

同居・

別居の

区分

☑　同居

□　別居

続

柄

続

柄

業 務

そ の 他

長 期

基 礎 控 除

総

合

譲

渡

地方税法附則第４条の５の規定の適用を選択する場合には、「医療費控

除」欄の「区分」の□に「1」と記入してください。

５　給与・公的年金等に係る所得以外（令和7年4月1日において

　　65歳未満の方は給与所得以外）の市民税・県民税の納税方法

78 9 8 7 6

氏　　　名

署

　

　

　

　

名

作

成

税

理

士

事

務

所

所

在

地

　　サ　ノ　　　マ　ル　タ

6 5 4 5 4

支 払 っ た 医 療 費 等

平・令 　　・　　　・　

同居・

別居の

区分

（
電

話

番

号

）

2

フリガナ

氏名

個人番号

佐野　芋子

個人番号

氏名

県 民 税
市 民 税

現　住　所 飲食業・貸駐車場

電 話 番 号 ２０－３００８
の   住   所

9

整 理 番 号

1月1日現在

令和　７　年度分 　申 告 書

4
個人番号

佐　野　　丸　太

8 9

佐野市浅沼町７９８番地

佐野丸男
基　本

コード
世帯主
の氏名

平・令 ２２・８・２５

続柄３０・2・25

控除額

控除額

□　同居

控除額

□　別居

□　同居

明・大・昭

平・令

利 子

こ

の

申

告

書

を

提

出

し

た

方

は

事

業

税

の

申

告

書

を

提

出

す

る

必

要

が

あ

り

ま

せ

ん

。

351

父

2 2763

営 業 等 ア

エ

ウ

500,000

50,000

一 時

オ

カ

短 期

合計
(⑦＋⑧＋⑨)

配 当

シ

キ

ク

⑩

⑨

3,200,000

身体　精神　療育

⑲～

　　⑳

分

離

課

税

に

係

る

所

得

等

の

あ

る

方

は

、

「
市

民

税

・

県

民

税

申

告

書

（
分

離

課

税

等

用

）

」
を

あ

わ

せ

て

提

出

し

て

く

だ

さ

い

。

３ 所得から差し引かれる金額に関する事項

　 佐野市高砂町１番地

生 年
月 日

業種又は職業

１
　
収
　
入
　
金
　
額
　
等

個人番号

同居・

別居の

区分

　⑬ ・ ⑭

　

　

扶

　

　

養

　

　

控

　

　

除

□　 □ 死別　□ 生死不明

　 □ 離婚　□ 未帰還

明・大・昭

平・令

4

フリガナ
生年

月日

明・大・昭

平・令
・　　　・

氏名

表

控除額

4

3

フリガナ

受 付 印

個人番号

氏名 佐野　麺太

生年

月日

生年

月日

フ  リ  ガ  ナ 1

㉓

氏名
明・大・昭

平・令

  寡婦・ひとり親・

勤労学生控除

（学校名）

　⑰～⑲

障害の

程度佐野　芋子

障　害　者
控　 　　除

□　別居

氏名

  ⑯

 ⑰　□　寡婦控除  ⑱
ひとり親
控　　除

社 会 保 険 及 び 掛 金 の 種 類 支 払 っ た 保 険 料 及 び 掛 金 の 額

国民健康保険税

iDeCo

 ⑲　□　勤労学生控除　

円
298,000

円

合　　　　　　計

地震保険料の計

円

新生命保険料の計 旧生命保険料の計

新個人年金保険料の計

2

フリガナ
障害の

程度氏名

個人番号

氏名

  ⑳

1

フリガナ サノ　イモコ

個人番号

　㉑ ・ ㉒　 配

偶

者

フリガナ サノ　マルコ 生年月日
 明・大・昭

 平・令

フリガナ

  配 偶 者 控 除 ・

  配偶者特別控除・

  同一生計配偶者 個人

番号

1

1

2

個人番号

３１・12・5

氏名 佐野　まる子
配偶者の

合計所得額

6 5 6
□

同一生計配偶者（控除

対象配偶者を除く 。）

22 1 3 4 3 4 5

□　同居

□　別居

☑　別居

・　　　・

同居・

別居の

区分

□　同居

子

個人番号
9 8 7 2

同居・

別居の

区分

フリガナ

・　　　・

同居・

別居の

区分

5 4 3

続

柄

続

柄

続

柄

サノ　メンタ
生年

月日

明・大・昭

平・令
58 ・8・24

6 1 2 3

続

柄□　別居

佐野市長様

扶養控除

額の合計

氏名

個人番号

3

フリガナ
生年

月日
平・令

旧個人年金保険料の計

80,000

　社会保険料・
　小規模企業
　共済等掛金

　控　　　　 除

地震保険料

控　　　　 除

介護医療保険料の計

提出年月日

年 月 日

  ⑮

生命保険料
控 　　　　除

9,500

130,000

150,000

円

旧長期損害保険料の計

円

円

円円

□ 令和６年中（1/1～12/31）収入なし

別居の扶養親族等がいる場合には、裏面「１２」に氏名、個人番号、

住所及び国外居住者である場合は区分を記入してください。

円
450,000

円 円

□　別居

　㉖ 損 害 の 原 因 損害年月日

　　・　　　・　

同居・

別居の

区分

□　同居 続

柄

□　同居

給与・公的年金等に係る所得以外（令和７年4月1日において65歳未満の方は

給与以外）の所得に係る市・県民税を給与から差引き（特別徴収）とは別に自分

で納付（普通徴収）したい場合は「自分で納付」に☑を付けてください。

１ 収入金額 ２ 所得金額について

申告日時点の現住所、令和７年１月１日の住所、氏名、生年月日、電話番号、マイナ

ンバー（個人番号）等を記入してください

３ 所得から差し引かれる金額に関する事項ついて

記
入
不
要
で
す

―上場株式等に関する配当・譲渡所得がある方へ―

令和６年度より所得税と市・県民税で異なる課税方式を選択できる制度は廃止となりました。これにより、所得税にて申告したこれらの所得は、市・県民税の所得としても

算入されます。また、市・県民税が特別徴収済みのこれらの所得は市・県民税申告のみの取り扱いはできませんので、申告する場合は確定申告により申告してください。
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